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１．調査概要

調査実施概要

調査名： 障害者雇用に関する実態調査

調査期間： 2016年8月19日～2016年9月2日

調査方法： 郵送

調査対象： 上場企業 3,275社

有効回答数：233社（7.1％）

（注）

※ 本文中の漢字表現は、障害者に関する法律を参考にして記載しております。

※ 図表のタイトル記載されている略称に関して、SAはシングルアンサー、MAはマルチアンサーの設問であることを指しています。

※ 二次利用をされる場合は、出所をご記載ください。
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１．調査概要

調査項目 調査票 問0

はじめに、問０にて「障害者雇用の実施有無と特例子会社の有無」を質問し、下記4タイプに分類した。

※下段は回答した企業の内訳社数とその割合。回答数が多くない分類も参考値として結果を掲載している。

2

特例子会社

持っている 持っていない

障害者

雇用の

実施状況

雇用

している

調査票A

21社

（9.0％）

調査票B

154社

（66.1％）

雇用

していない

調査票C

5社

（2.1％）

調査票D

53社

（22.7％）



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

１．調査概要

調査項目 調査票A （1/3）

3

問No 調査項目 詳細

1 貴社の経営・業務・雇用に関する全般的な質問
・経営/業務について：障害者雇用の重要性、価値の認識等
・雇用について：量的面からの採用・処遇状況、指導員の専門性等

2 貴社の障害者が担当している業務の運用に関する課題 ・障害者が担当している業務の運用に関する課題

3 貴社で働く障害者の業務について
・業務の担当状況
・業務内容
・業務の切り出し方

4 貴社で働く障害者と障害のない社員との交流
・貴社で働く障害者と障害のない社員との交流状況
・交流による効果

5 貴社の事業領域との関係 ・貴社の事業領域と関係のない事業への取組の有無

6 貴社の雇用管理に関する課題 ・貴社の雇用管理に関する課題

7 障害者の採用について

・貴社と特例子会社の採用方針
・採用実績・意向
・採用のルート
・採用条件

8 採用に先駆けた一時的な受け入れについて ・採用に先駆けた一時的な受け入れの有無
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１．調査概要

調査項目 調査票A （2/3）

4

問No 調査項目 詳細

9 貴社で働く障害者への人事評価 ・貴社で働く障害者への人事評価の実施有無および内容

10 貴社で働く障害者の雇用形態
・貴社で働く障害者の雇用形態
・契約内容を変更した障害者の有無

11 貴社の給与制度
・現状の給与制度設定の方針
・今後の給与制度設定の方針

12 貴社の給与体系
・属人給と仕事給の割合
・属人給の基準
・仕事給の基準

13 障害者年金について ・障害者年金の加味の有無

14 貴社で働く障害者への処遇

・貴社で働く障害者への処遇内容
・賞与制度の有無
・ライフステージを考慮した手当ての有無
・退職金制度の有無
・障害を考慮した特別な休暇制度の有無

15 貴社で働く障害者の加齢等に伴う能力の低下について
・貴社で働く障害者の加齢等に伴う能力低下の有無
・加齢等に伴う能力低下への対応策
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１．調査概要

調査項目 調査票A （3/3）

5

問No 調査項目 詳細

16 貴社で働く指導員について
・指導員についての課題
・指導員のコスト削減に向けた取組

17 貴社の特例子会社の経営についての課題 ・貴社の特例子会社の経営についての課題

18
貴社の特例子会社で働く障害者の雇用管理についての
課題

・貴社の特例子会社で働く障害者の雇用管理についての課題

19 貴社と特例子会社との関係性
・貴社（親会社）と特例子会社との関係性（役員派遣等）
・特例子会社との関係を維持・向上するために、最も効果的なもの

20~28 基本項目

・貴社の本社所在地
・貴社の業種
・貴社の人員構成
・貴社の管理者/リーダー/離職者数
・貴社の障害者雇用率
・貴社の雇用率の傾向
・貴社で働く障害者の平均年齢
・貴社で働く障害者の平均年収
・自由記入
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１．調査概要

調査項目 調査票B （1/3）

6

問No 調査項目 詳細

1 貴社の経営・業務・雇用に関する全般的な質問
・経営/業務について：障害者雇用の重要性、価値の認識等
・雇用について：量的面からの採用・処遇状況、指導員の専門性等

2 貴社の障害者が担当している業務の運用に関する課題 ・障害者が担当している業務の運用に関する課題

3 貴社で働く障害者の業務について
・業務の担当状況
・業務内容
・業務の切り出し方

4 貴社で働く障害者と障害のない社員との交流
・貴社で働く障害者と障害のない社員との交流状況
・交流による効果

5 貴社の事業領域との関係 ・貴社の事業領域と関係のない事業への取組の有無

6 貴社で働く障害者が主に行っている業務の競争優位性
・品質についての競争優位性
・価格についての競争優位性

7 貴社の雇用管理に関する課題 ・貴社の雇用管理に関する課題

8 障害者の採用について
・採用実績・意向
・採用のルート
・採用条件
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１．調査概要

調査項目 調査票B （2/3）

7

問No 調査項目 詳細

9 採用に先駆けた一時的な受け入れについて ・採用に先駆けた一時的な受け入れの有無

10 貴社で働く障害者への人事評価 ・貴社で働く障害者への人事評価の実施有無および内容

11 貴社で働く障害者の雇用形態
・貴社で働く障害者の雇用形態
・契約内容を変更した障害者の有無

12 貴社の給与制度
・現状の給与制度設定の方針
・今後の給与制度設定の方針

13 貴社の給与体系
・属人給と仕事給の割合
・属人給の基準
・仕事給の基準

14 障害者年金について ・障害者年金の加味の有無

15 貴社で働く障害者への処遇

・貴社で働く障害者への処遇内容
・賞与制度の有無
・ライフステージを考慮した手当ての有無
・退職金制度の有無
・障害を考慮した特別な休暇制度の有無



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

１．調査概要

調査項目 調査票B （3/3）

8

問No 調査項目 詳細

16 貴社で働く障害者の加齢等に伴う能力の低下について
・貴社で働く障害者の加齢等に伴う能力低下の有無
・加齢等に伴う能力低下への対応策

17 貴社で働く指導員について
・指導員についての課題
・指導員のコスト削減に向けた取組

18~26 基本項目

・貴社の本社所在地
・貴社の業種
・貴社の人員構成
・貴社の管理者/リーダー/離職者数
・貴社の障害者雇用率
・貴社の雇用率の傾向
・貴社で働く障害者の平均年齢
・貴社で働く障害者の平均年収
・自由記入
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１．調査概要

調査項目 調査票C,D

9

調査票C

調査票D

問No 調査項目 詳細

1 貴社の経営に関する全般的な質問 ・障害者雇用の重要性、障害者の増員予定の有無

2 貴社の特例子会社の経営についての課題 ・貴社の特例子会社の経営についての課題

3
貴社の特例子会社で働く障害者の雇用管理についての
課題

・貴社の特例子会社で働く障害者の雇用管理についての課題

4 貴社と特例子会社との関係性
・貴社（親会社）と特例子会社との関係性（役員派遣等）
・特例子会社との関係を維持・向上するために、最も効果的なもの

5~9 基本項目

・貴社の本社所在地
・貴社の業種
・貴社の障害者雇用率
・貴社の雇用率の傾向
・自由記入

問No 調査項目 詳細

1~3 基本項目
・貴社の本社所在地
・貴社の業種
・自由記入
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9.0%

66.1%

2.1%

22.7%

(N=233)

A) 貴社では障害者を雇用しており、かつ、特例子会社でも

障害者を雇用している

B) 貴社では障害者を雇用しているが、特例子会社は

持っていない

C) 貴社では障害者を雇用していないが、特例子会社で

障害者を雇用している

D) 貴社では障害者を雇用しておらず、かつ特例子会社も

持っていない

２．調査結果 問０：障害者雇用実施有無と特例子会社の有無

 「自社で障害者を雇用かつ特例子会社でも雇用」が9.0％（21社）、「自社で障害者を雇用（かつ特例子会社
を持たない）」が66.1％（154社）、「自社で障害者を雇用していないが、特例子会社で雇用」が2.1％（5社）、
「障害者を雇用していない（かつ特例子会社も持たない）」が22.7％（53社）であった。
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52.4%

52.4%

47.6%

33.3%

10.0%

33.3%

47.6%

42.9%

57.1%

20.0%

14.3%

0.0%

9.5%

9.5%

55.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

15.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1. 障害者雇用は、貴社の経営にとって重要な問題である(N=21)

2. 5年前と比較して、貴社内の障害者雇用への関心が高まっている(N=21)

3. 貴社内の障害者雇用に関するビジョン・目標を持っている(N=21)

4. 貴社内で、貴社の障害者雇用の価値が認識・理解されている(N=21)

5. 障害者が担当している業務内容を、より貴社の中心的業務に近づけている

(N=20)

とてもそう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない

２．調査結果 調査票A 問1：貴社の経営・業務・雇用に関する全般的な質問：経営/業務について

障害者雇用にかかる経営、業務に関する設問の回答は以下の通り。

11

問1. 経営/業務について：障害者雇用の重要性、価値の認識等 （SA）
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14.3%

9.5%

23.8%

14.3%

14.3%

0.0%

0.0%

33.3%

38.1%

57.1%

57.1%

42.9%

38.1%

28.6%

47.6%

52.4%

14.3%

28.6%

42.9%

28.6%

47.6%

4.8%

0.0%

4.8%

0.0%

0.0%

33.3%

23.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

6. 量的な観点からみて、貴社で働く障害者を十分採用できている(N=21)

7. 質的な観点からみて、貴社で働く障害者を十分採用できている(N=21)

8. 貴社で働く障害者の障害特性にあわせて仕事内容を調整することに努めている

(N=21)

9. 貴社で働く障害者の能力評価を十分実施できている(N=21)

10. 貴社で働く障害者の能力評価の結果と、担う業務の内容を関連付けて

整理できている(N=21)

11. 5年前と比較して、貴社が採用する障害者の特性が変わってきたため、

人事制度上、問題がでてきている(N=21)

12. 5年前と比較して、貴社で働く障害者が、管理職や少人数を束ねるリーダーの

役割を担っている(N=21)

とてもそう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない

２．調査結果 調査票A 問1：貴社の経営・業務・雇用に関する全般的な質問：雇用について(１/2)

障害者雇用に関する設問の回答は以下の通り。

12

問1.雇用について：量的面からの採用・処遇状況、指導員の専門性等 （SA）
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4.8%

19.0%

14.3%

38.1%

23.8%

42.9%

47.6%

47.6%

42.9%

28.6%

42.9%

38.1%

38.1%

23.8%

33.3%

19.0%

19.0%

19.0%

9.5%

9.5%

9.5%

14.3%

14.3%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

13. 貴社で働く障害者を、積極的に管理職へ登用したい(N=21)

14. 貴社で働く障害者が、キャリアアップできる仕組みができている(N=21)

15. 指導員の確保が、貴社の障害者向けの業務拡大には重要である(N=21)

16. 指導員には、貴社のベテラン社員も活用している(N=21)

17. 指導員の専門性が、今後重要となっていく(N=21)

18. 法定雇用率を達成した後も、貴社ならびに特例子会社で採用する

障害者の数を積極的に増やす計画がある(N=21)

とてもそう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない

２．調査結果 調査票A 問1：貴社の経営・業務・雇用に関する全般的な質問：雇用について(2/2)

障害者雇用に関する設問の回答は以下の通り。

13

問1.雇用について：量的面からの採用・処遇状況、指導員の専門性等 （SA）
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２．調査結果 調査票A 問1：貴社の経営・業務・雇用に関する全般的な質問：その他

その他の設問に関する設問の回答は以下の通り。

14

14.3% 66.7% 19.0% 0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

19 .  5年前と比較して、貴社で働く障害者の健康管理や

健康増進をより積極的に行っている (N=21)

とてもそう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない

問1.その他 （SA）
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65.0%

25.0%

60.0%

15.0%

10.0%

5.0%

40.0%

5.0%

5.0%

10.0%

5.0%

5.0%

5.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1. 貴社で働く障害者の人材確保・育成

2. 指導員の人材確保・育成

3. 法定雇用率の維持・達成のために必要となる障害者採用数の増加

4. 各部署から依頼される業務量の維持・増加

5. 新規事業・サービス・商品の開発

6. サービス・商品の価値向上

7. 業務確保に向けた社内・グループ内営業

8. 業務確保に向けた社外・グループ外営業

9. コスト削減（指導員の人件費、運営コスト等）

10. 業務改善（効率化、標準化）

11. 関係支援機関（特別支援学校を含む）との連携強化

12. 仕組みづくり（賃金テーブルの決定等）

13. 特に課題は感じていない

14. その他 (N=20)

２．調査結果 調査票A 問2：貴社の障害者が担当している業務の運用に関する課題

障害者が担当している業務の運用に関する課題について、「貴社で働く障害者の人材確保・育成」と答えた
のが65.0%（13社）、 「法定雇用率の維持・達成のために必要となる障害者採用数の増加」と答えたのが
60.0%（12社）、 「業務確保に向けた社内・グループ内営業」が40.0％（8社）であった。

15

問2. 障害者が担当している業務の運用に関する課題 （MA）
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２．調査結果 調査票A 問3（1）：貴社で働く障害者の業務について：業務の担当状況

業務の担当状況として、「障害者は、障害のない社員と同じ業務を一部担うのに加え、障害者のみが実施す
る業務も担っている」と答えたのが52.4%（11社） 、「障害者は、障害のない社員と全く同じ業務を行っている
」が42.9%（9社）、「障害者は、障害のない社員と全く異なった業務を担っている」が4.8%（1社）であった。

16

4.8%

52.4%

42.9%

(N=21)

1. 障害者は、障害のない社員と全く異なった業務を担っている

2. 障害者は、障害のない社員と同じ業務を一部担うのに加え、

障害者のみが実施する業務も担っている

3. 障害者は、障害のない社員と全く同じ業務を行っている

問3. (1) 業務の担当状況 （SA）
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２．調査結果 調査票A 問3（2）：貴社で働く障害者の業務について：業務内容

障害のある社員だけが担っている業務があると答えた会社のうち、 担っている業務内容は、 「事務補助」が
100.0%（12社） 、「情報システム」と「製造（機械、食品等）」が各50.0%（各6社）であった。

17

問3. (2) 業務内容 （MA）

100.0%

50.0%

0.0%

33.3%

25.0%

16.7%

25.0%

50.0%

0.0%

8.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1 .  事務補助

2 .  情報システム

3 .  福祉、医療

4 .  清掃、管理

5 .  サービス

6 .  クリーニング

7 .  物流

8 .  製造（機械、食品等）

9 .  農業

10 .  その他 (N=12)
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２．調査結果 調査票A 問3（3）：貴社で働く障害者の業務について：業務の切り出し方

障害のある社員だけが担っている業務があると答えた会社のうち、 「特に障害者向けの業務であると意識
して、業務を切り出していない」と答えたのが50.0%（6社） 、「トップダウン（経営陣からの指示）」と「ボトム
アップ（障害者の勤務している部署等の担当者が営業）」が各33.3%（各4社）であった。
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33.3%

33.3%

16.7%

25.0%

50.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1. トップダウン（経営陣からの指示）

2. ボトムアップ（障害者の勤務している部署等の担当者が営業）

3. 社員から自発的に業務依頼が持ち込まれる

4. 一定の業務切り出し基準に準拠

5. 特に障害者向けの業務であると意識して、業務を切り出していない

6. その他
(N=12)

問3. (3) 業務の切り出し方 （MA）
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２．調査結果 調査票A 問4（1）：貴社で働く障害者と障害のない社員との交流：交流状況

 「交流する機会を設定し、十分に交流している」と答えたのが40.0%（8社） 、「交流する機会が十分設定でき
ておらず、十分交流できていない」と答えたのが25.0%（5社） 、「交流する必要性を感じていないし、特に交
流の機会もない」が20.0%（4社）であった。
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40.0%

15.0%

25.0%

20.0%

(N=20)

1. 交流する機会を設定し、十分に交流している

2. 交流する機会を設定しているが、必ずしも十分には交流できていない

3. 交流する機会が十分設定できておらず、十分交流できていない

4. 交流する必要性を感じていないし、特に交流の機会もない

問4. (1) 貴社で働く障害者と障害のない社員との交流状況 （SA）
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２．調査結果 調査票A 問4（2）：貴社で働く障害者と障害のない社員との交流：交流による効果

交流の機会があると答えた会社のうち、交流が業務量増加に効果があるかどうかについて、「どちらかと言
えばそう思う」と答えたのが80.0%（12社）、それ以外の回答は各6.7%（各1社）であった。
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6.7%

80.0%

6.7%

6.7%

(N=15)

1. とてもそう思う

2. どちらかと言えばそう思う

3. どちらかと言えばそう思わない

4. そう思わない

問4. (2) 交流による効果 （SA）
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２．調査結果 調査票A 問5：貴社の事業領域との関係：貴社の事業領域と関係のない事業への取組の有無

 「貴社の事業領域と関係のない事業・業務へ取り組んでおらず、現時点では、今後も取り組む予定はない」
と答えたのが55.0%（11社） 、「貴社の事業領域と関係のない事業・業務へ取り組んでいないが、検討はし
ている」と答えたのが25.0%（5社） 、「貴社の事業領域と関係のない事業・業務へ取り組んでいる」が20.0%

（4社）であった。
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20.0%

25.0%

55.0%

(N=20)

1. 貴社の事業領域と関係のない事業・業務へ取り組んでいる

2. 貴社の事業領域と関係のない事業・業務へ取り組んでいないが、

検討はしている

3. 貴社の事業領域と関係のない事業・業務へ取り組んでおらず、

現時点では、今後も取り組む予定はない

問5. 貴社の事業領域と関係のない事業への取組の有無 （SA）
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２．調査結果 調査票A 問6：貴社の雇用管理に関する課題

雇用管理に関する課題として、「障害者の採用における量的・質的確保」と答えたのが57.1%（12社） 、「障
害者の業務の割り振り、配置」と答えたのが47.6%（10社） 、「障害者の作業能力の向上」と「職場における
社員間の人間関係」が各23.8%（各5社）であった。
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19.0%

57.1%

47.6%

9.5%

23.8%

4.8%

19.0%

4.8%

0.0%

23.8%

14.3%

0.0%

19.0%

4.8%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1 .  採用する障害者の人材要件の明確化

2 .  障害者の採用における量的・質的確保

3 .  障害者の業務の割り振り、配置

4 .  障害者のキャリアパスの整備

5 .  障害者の作業能力の向上

6 .  障害者への評価制度の整備

7 .  障害者の賃金設定

8 .  障害者の賃金以外の条件の設定（労働時間・休日等）

9 .  障害者への処遇（賞与、手当）等の整備

10 .  職場における社員間の人間関係

11 .  勤怠に問題のある社員への対応

12 .  障害者の生活や家庭の問題への対応

13 .  障害者の健康管理

14 .  特に課題は感じていない

15 .  その他 (N=21)

問6. 貴社の雇用管理に関する課題 （MA）
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4.8%

76.2%

4.8%

9.5%

4.8%

(N=21)

1. 貴社も特例子会社も共に障害者を採用しているが、

貴社と特例子会社で障害者に求める業務や役割に特に差はない

2. 貴社も特例子会社も共に障害者を採用しているが、

両社で採用する障害者に求める業務や役割が異なるため、役割分担をしている

3. 特例子会社設立後しばらくは貴社も障害者を採用していたが、

現在は特例子会社のみが障害者を採用する方針である

4. 特例子会社設立後は、特例子会社のみが障害者を採用する方針である

5. その他

２．調査結果 調査票A 問7（1）：障害者の採用について：貴社と特例子会社の採用方針

 「貴社も特例子会社も共に障害者を採用しているが、両社で採用する障害者に求める業務や役割が異なる
ため、役割分担をしている」と答えたのが76.2%（16社） 、「特例子会社設立後は、特例子会社のみが障害
者を採用する方針である」と答えたのが9.5%（2社）であった。
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問7. (1) 貴社と特例子会社の採用方針 （SA）
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52.4%

70.0%

22.2%

42.1%

45.0%

14.3%

10.0%

5.6%

0.0%

10.0%

33.3%

20.0%

72.2%

57.9%

45.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1 .  身体障害者（重度） (N=21)

2 .  身体障害者（軽度・中度） (N=20)

3 .  知的障害者（重度） (N=18)

4 .  知的障害者（軽度・中度） (N=19)

5 .  精神障害者 (N=20)

採用した 採用したかったが、できなかった 採用する予定がなかったため、採用しなかった

２．調査結果 調査票A 問7（2）：障害者の採用について：①過去3年間の採用実績

過去3年間の採用実績に関する設問の回答は以下の通り。
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問7. (2) ①過去3年間の採用実績（SA）
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33.3%

65.0%

10.0%

14.3%

0.0%

33.3%

20.0%

15.0%

19.0%

30.0%

14.3%

5.0%

20.0%

23.8%

50.0%

19.0%

10.0%

55.0%

42.9%

20.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1 .  身体障害者（重度） (N=21)

2 .  身体障害者（軽度・中度） (N=20)

3 .  知的障害者（重度） (N=20)

4 .  知的障害者（軽度・中度） (N=21)

5 .  精神障害者 (N=20)

積極的に採用したいと思う 採用すると思う 採用を検討すると思う 積極的には採用しないと思う

２．調査結果 調査票A 問7（2）：障害者の採用について：②今後の採用意向

今後の障害者の採用意向に関する設問の回答は以下の通り。
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問7. (2) ②今後の採用意向 （SA）
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２．調査結果 調査票A 問7（3）：障害者の採用について：採用のルート

障害者の採用のルートとして、「ハローワークから紹介されて採用」と答えたのが71.4%（15社） 、「貴社の
HP等から障害者自身が貴社に直接応募して採用」と答えたのが42.9%（9社）、「民間の職業紹介会社から
紹介されて採用」が33.3%（7社）であった。
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71.4%

28.6%

14.3%

0.0%

28.6%

14.3%

33.3%

4.8%

42.9%

9.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

1 .  ハローワークから紹介されて採用

2 .  就労支援機関から紹介されて採用

3 .  自社が保有する、または関係の強い社会福祉法人から

紹介されて採用

4 .   3 .  以外の社会福祉法人から紹介されて採用

5 .  特別支援学校から紹介されて採用

6 .  職業訓練校等から、紹介されて採用

7 .  民間の職業紹介会社から紹介されて採用

8 .  社員から紹介されて採用

9 .  貴社のHP等から障害者自身が貴社に直接応募して採用

10 .  その他
(N=21)(N=21)

問7. (3) 採用のルート（MA）
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70.0%

10.0%

0.0%

45.0%

15.0%

5.0%

10.0%

15.0%

40.0%

20.0%

0.0%

15.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

1 .  本人の働く意欲や自立・自律への意欲

2 .  支援機関との関係がしっかりしていること

3 .  親が就労に際して企業で働くということを理解していること

4 .  本人の職務遂行能力

5 .  本人の障害への自覚、障害の開示

6 .  トライアル雇用の活用等、試用期間の実績で判断する

7 .  他の企業等での勤務経験・転職経験

8 .  本人の障害にあった業務を作りだせそうなこと

9 .  協調性を持って周囲と交流することが出来ること

10 .  職場まで自力で通勤することが出来ること

11 .  特に採用条件はない

12 .  その他 (N=21)

２．調査結果 調査票A 問7（4）：障害者の採用について：採用条件

障害者の採用条件について、「本人の働く意欲や自立・自律への意欲」と答えたのが70.0%（14社） 、「本人
の職務遂行能力」と答えたのが45.0%（9社） 、「協調性を持って周囲と交流することが出来ること」が40.0%

（8社）であった。
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問7. (4) 採用条件（MA）
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２．調査結果 調査票A 問8：採用に先駆けた一時的な受け入れについて：採用に先駆けた一時的な受け入れの有無

 「トライアル雇用等の一時的な受け入れをしていない」と答えたのが65.0%（13社） 、「トライアル雇用等の一
時的な受け入れをしている」と答えたのが35.0%（7社）であった。
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35.0%

65.0%

(N=20)

1. トライアル雇用等の一時的な受け入れをしている

2. トライアル雇用等の一時的な受け入れをしていない

問8. 採用に先駆けた一時的な受け入れの有無 （SA）
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２．調査結果 調査票A 問9：貴社で働く障害者への人事評価：貴社で働く障害者への人事評価の実施有無および内容

障害者への人事評価の実施内容として、「昇給・減給」と答えたのが81.0%（17社） 、「昇格・降格」と答えた
のが76.2%（16社） 、「賞与や特別支給」が66.7%（14社）であった。
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81.0%

66.7%

76.2%

38.1%

23.8%

14.3%

33.3%

38.1%

0.0%

9.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

1 .  昇給・減給

2 .  賞与や特別支給

3 .  昇格・降格

4 .  希望する職種や部署への転換

5 .  社内表彰等での報奨

6 .  福利厚生面での特典の提供

7 .  能力評価への活用

8 .  能力開発の機会付与（研修等）

9 .  人事評価を行っていない

10 .  その他
(N=21)(N=21)

問9. 貴社で働く障害者への人事評価の実施有無および内容 （MA）
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２．調査結果 調査票A 問10（1）：貴社で働く障害者の雇用形態

 「常用雇用労働者のうち、契約期間の定めのない者（いわゆる定年制の正社員）」と答えたのが71.4%

（15社） 、「常用雇用労働者のうち、契約期間の定めがある労働者であって、その契約が反復更新される者
（契約社員、准社員、パート・アルバイト、嘱託等）」が28.6%（6社）であった。
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71.4%

28.6%

(N=21)

1. 常用雇用労働者のうち、契約期間の定めのない者

（いわゆる定年制の正社員）

2. 常用雇用労働者のうち、契約期間の定めがある労働者であって、

その契約が反復更新される者

（契約社員、准社員、パート・アルバイト、嘱託等）

問10. (1) 貴社で働く障害者の雇用形態 （SA）



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

２．調査結果 調査票A 問10（2）：貴社で働く障害者の雇用形態：契約内容を変更した障害者の有無

契約内容を変更した障害者が「いない」と答えたのが52.4%（11社） 、「いる」と答えたのが28.6%（6社） 、
「わからない」が19.0%（4社）であった。
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28.6%

52.4%

19.0%

(N=21)

1. いる

2. いない

3. わからない

問10. (2) 契約内容を変更した障害者の有無 （SA）
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２．調査結果 調査票A 問11（1）：貴社の給与制度：現状の給与制度設定の方針

現状の給与制度設定の方針として、「貴社で働く障害者が持つ能力に応じて設定」と答えたのが52.4%

（11社） 、「貴社で働く障害者の仕事の成果に応じて設定」と答えたのが47.6%（10社） 、「親会社の給与水
準と整合がとれるように設定」が42.9%（9社）であった。
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23.8%

9.5%

52.4%

47.6%

42.9%

9.5%

0.0%

0.0%

4.8%

14.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1 .  最低賃金を考慮して設定

2 .  貴社で働く障害者が自立した生活が出来るように設定

3 .  貴社で働く障害者が持つ能力に応じて設定

4 .  貴社で働く障害者の仕事の成果に応じて設定

5 .  親会社の給与水準と整合がとれるように設定

6 .  同列子会社の給与水準と整合がとれるように設定

7 .  意識する他社（同業等）の給与水準と合うように設定

8 .  貴社で働く障害者の機能判定に応じて設定

9 .  貴社で働く障害者に掛かるコストに応じて設定

10 .  その他
(N=21)(N=21)

問11. (1)現状の給与制度設定の方針 （MA）
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6.7%

6.7%

40.0%

40.0%

26.7%

0.0%

20.0%

0.0%

0.0%

13.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

1 .  最低賃金を考慮して設定

2 .  貴社で働く障害者が自立した生活が出来るように設定

3 .  貴社で働く障害者が持つ能力に応じて設定

4 .  貴社で働く障害者の仕事の成果に応じて設定

5 .  親会社の給与水準と整合がとれるように設定

6 .  同列子会社の給与水準と整合がとれるように設定

7 .  意識する他社（同業等）の給与水準と合うように設定

8 .  貴社で働く障害者の機能判定に応じて設定

9 .  貴社で働く障害者に掛かるコストに応じて設定

10 .  その他 (N=15)

２．調査結果 調査票A 問11（2）：貴社の給与制度：今後の給与制度設定の方針

今後の給与制度設定の方針として、「貴社で働く障害者が持つ能力に応じて設定」と、「貴社で働く障害者の
仕事の成果に応じて設定」答えたのが各40.0%（各6社）、「親会社の給与水準と整合がとれるように設定」
が26.7%（4社） であった。
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問11. (2) 今後の給与制度設定の方針 （MA）
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２．調査結果 調査票A 問12（1）：貴社の給与体系：属人給と仕事給の割合

 「仕事給の割合の方が高い」と答えたのが50.0%（10社） 、「どちらかというと仕事給の割合の方が高い」と
答えたのが20.0%（4社） 、「属人給と仕事給の割合が同程度」と「その他」が各10.0%（各2社）であった。
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5.0%
5.0%

10.0%

20.0%

50.0%

10.0%

(N=20)

1. 属人給の割合の方が高い

2. どちらかというと属人給の割合の方が高い

3. 属人給と仕事給の割合が同程度

4. どちらかというと仕事給の割合の方が高い

5. 仕事給の割合の方が高い

6. 分からない

7. その他

※「6. 分からない」は回答者なし

問12. (1) 属人給と仕事給の割合 （SA）

※ 属人給とは年齢や勤続、学歴等の属人的要素によって決定される基本給体系をさし、仕事給とは仕事や役割の価値によって決定する給与をさします。
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30.0%

25.0%

40.0%

0.0%

25.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

1 .  年齢

2 .  勤続年数

3 .  属人給を導入していない

4 .  分からない

5 .  その他

(N=20)

２．調査結果 調査票A 問12（2）：貴社の給与体系：属人給の基準

属人給の基準として、「属人給を導入していない」と答えたのが40.0%（8社） 、「年齢」と答えたのが30.0%

（6社） 、「勤続年数」と「その他」が各25.0%（各5社）であった。
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問12. (2) 属人給の基準 （MA）
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68.4%

36.8%

42.1%

36.8%

5.3%

0.0%

10.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

1 .  成果物

2 .  効率性

3 .  リーダー等の役割への従事

4 .  勤務態度

5 .  仕事給を導入していない

6 .  分からない

7 .  その他
(N=19)

２．調査結果 調査票A 問12（3）：貴社の給与体系：仕事給の基準

仕事給の基準として、「成果物」と答えたのが68.4%（13社） 、「リーダー等の役割への従事」と答えたのが
42.1%（8社） 、「効率性」と「勤務態度」が各36.8%（各7社）であった。
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問12. (3) 仕事給の基準 （MA）
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２．調査結果 調査票A 問13：障害者年金について：障害者年金の加味の有無

給与を設定する際に障害者年金を「加味していない」と答えたのが95.2%（20社） 、「加味している」が4.8%

（1社）であった。
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4.8%

95.2%

(N=21)

1. 加味している 2. 加味していない

問13. 障害者年金の加味の有無 （SA）
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２．調査結果 調査票A 問14（1）：貴社で働く障害者への処遇：貴社で働く障害者への処遇内容

障害者への処遇内容として「昇給」と答えたのが90.5%（19社） 、「昇格」と答えたのが81.0%（17社） 、
「希望する職種や部署への転換」が42.9%（9社）であった。
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81.0%

90.5%

42.9%

4.8%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1 .  昇格

2 .  昇給

3 .  希望する職種や部署への転換

4 .  特に行っていない

5 .  その他

(N=21)(N=21)

問14. (1) 貴社で働く障害者への処遇内容 （MA）
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２．調査結果 調査票A 問14（2）：貴社で働く障害者への処遇：賞与制度の有無

賞与制度について、「全員にある」と答えたのが57.1%（12社） 、「正社員に加えて、契約期間に定めのある
社員にも一部ある」と答えたのが19.0%（4社） 、「正社員のみある」が14.3%（3社）であった。
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57.1%

14.3%

19.0%

9.5%

0.0%

(N=21)

1. 全員にある

2. 正社員のみある

3. 正社員に加えて、契約期間に定めのある社員にも一部ある

4. ない

5. その他

問14. (2) 賞与制度の有無 （SA）

※「5. その他」は回答者なし
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２．調査結果 調査票A 問14（3）：貴社で働く障害者への処遇：ライフステージ※を考慮した手当ての有無

ライフステージを考慮した手当てについて、「ない」と答えたのが38.1%（8社） 、「全員にある」と答えたのが
28.6%（6社） 、「正社員に加えて、契約期間に定めのある社員にも一部ある」が19.0%（4社）であった。

※ライフステージ：独立､結婚､出産､障害年金の支給停止等
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28.6%

14.3%

19.0%

38.1%

0.0%

(N=21)

1. 全員にある

2. 正社員のみある

3. 正社員に加えて、契約期間に定めのある社員にも一部ある

4. ない

5. その他

問14. (3) ライフステージを考慮した手当ての有無 （SA）

※「5. その他」は回答者なし
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２．調査結果 調査票A 問14（4）：貴社で働く障害者への処遇：退職金制度の有無

退職金制度について、「正社員のみある」と答えたのが47.6%（10社） 、「全員にある」と答えたのが28.6%

（6社） 、「ない」が14.3%（3社）であった。
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28.6%

47.6%

9.5%

14.3%

0.0%

(N=21)

1. 全員にある

2. 正社員のみある

3. 正社員に加えて、契約期間に定めのある社員にも一部ある

4. ない

5. その他

問14. (4) 退職金制度の有無 （SA）

※「5. その他」は回答者なし
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２．調査結果 調査票A 問14（5）：貴社で働く障害者への処遇：障害を考慮した特別な休暇制度の有無

障害を考慮した特別な休暇制度について、「ない」と答えたのが71.4%（15社） 、「全員にある」と答えたのが
19.0%（4社） 、 「正社員のみある」と「正社員に加えて、契約期間に定めのある社員にも一部ある」が各
4.8%（各1社）であった。
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19.0%

4.8%

4.8%

71.4%

0.0%

(N=21)

1. 全員にある

2. 正社員のみある

3. 正社員に加えて、契約期間に定めのある社員にも一部ある

4. ない

5. その他

問14. (5) 障害を考慮した特別な休暇制度の有無 （SA）

※「5. その他」は回答者なし



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

9.5%

23.8%

28.6%

33.3%

4.8%

(N=21)

1. 加齢等に伴う能力の低下を感じる場面があり、業務に支障が出ている

（今後、業務に支障が出ることが予想される）

2. 加齢等に伴う能力の低下を感じる場面はあるが、

業務には支障が出ていない

3. 加齢等に伴う能力の低下を感じる場面がないが、

今後、業務に支障が出ることが予想される

4. 加齢等に伴う能力の低下を感じる場面はなく、

今後、業務に支障が出ることも予想されない

5. 比較的若い社員がほとんどである

（現時点では、加齢等に伴う能力の低下がそもそもあり得ない）

２．調査結果 調査票A 問15（1）：貴社で働く障害者の加齢等に伴う能力低下について：加齢等に伴う能力低下の有無

 「加齢等に伴う能力の低下を感じる場面はなく、今後、業務に支障が出ることも予想されない」と答えたのが
33.3%（7社） 、「加齢等に伴う能力の低下を感じる場面がないが、今後、業務に支障が出ることが予想され
る」と答えたのが28.6%（6社） 、「加齢等に伴う能力の低下を感じる場面はあるが、業務には支障が出てい
ない」が23.8%（5社）であった。
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問15. (1) 障害者の加齢等に伴う能力低下の有無 （SA）
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２．調査結果 調査票A 問15（2）：貴社で働く障害者の加齢等に伴う能力低下について：加齢等に伴う能力低下への対応策

加齢等に伴う能力低下への対応策として、「配置転換」と答えたのが47.6%（10社） 、「健常者社員による
サポートの強化」と「対策を打つ必要性が生じていない」が各33.3%（各7社）であった。
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4.8%

19.0%

47.6%

28.6%

33.3%

4.8%

0.0%

0.0%

33.3%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

1 .  トレーニング

2 .  複数業務の経験 （従事可能業務を複数にする）

3 .  配置転換

4 .  労働時間の配慮

5 .  健常者社員によるサポートの強化

6 .  障害者社員によるサポートの強化

7 .  降給、減給

8 .  退職勧奨

9 .  対策を打つ必要性が生じていない

10 .  その他
(N=21)(N=21)

問15. (2) 加齢等に伴う能力低下への対応策 （MA）
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２．調査結果 調査票A 問16（1）：貴社で働く指導員について：指導員についての課題

指導員についての課題について、「指導員を置いていない」と答えたのが45.0%（9社）、「指導員の人材確
保」と答えたのが25.0%（5社） 、「指導員の育成」が20.0%（4社）であった。
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25.0%

20.0%

10.0%

45.0%

(N=20)

1. 指導員の人材確保

2. 指導員の育成

3. 指導員の勤務期間

4. 指導員にかかるコスト

5. 特に課題は感じていない

6. 指導員を置いていない

7. その他

問16. (1) 指導員についての課題 （SA）

※「3. 指導員の勤務期間」、「4. 指導員にかかるコスト」、「7. その他」は回答者なし
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0.0%

5.3%

21.1%

73.7%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

1 .  指導員一人あたりの担当範囲拡大による、指導員数削減

2 .  貴社で働く障害者の現場管理能力向上による、指導員数削減

3 .  親会社のシニア社員の登用

4 .  特に取組はしていない

5 .  その他

(N=19)

２．調査結果 調査票A 問16（2）：貴社で働く指導員について：指導員のコスト削減に向けた取組

指導員のコスト削減に向けて、「特に取組はしていない」と答えたのが73.7%（14社） 、「親会社のシニア社
員の登用」と答えたのが21.1%（4社） 、「貴社で働く障害者の現場管理能力向上による、指導員数削減」が
5.3%（1社）であった。
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問16. (2) 指導員のコスト削減に向けた取組 （MA）
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55.0%

20.0%

35.0%

20.0%

55.0%

40.0%

0.0%

25.0%

10.0%

0.0%

10.0%

5.0%

5.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1 .  貴社で働く障害者の人材確保・育成

2 .  後継の経営者の人材確保・育成

3 .  指導員の人材確保・育成

4 .  貴社から期待される障害者の採用数増加

5 .  貴社から発注される業務量の維持・増加

6 .  新規事業・サービス・商品の開発

7 .  サービス・商品の価値向上

8 .  業務確保に向けた社内・グループ内営業

9 .  業務確保に向けた社外・グループ外営業

10 .  コスト削減（指導員の人件費、運営コスト等）

11 .  業務改善（効率化、標準化）

12 .  貴社との情報・課題の共有

13 .  関係支援機関（特別支援学校を含む）との連携強化

14 .  会社としての仕組みづくり（賃金テーブルの決定等）

15 .  特に課題は感じていない

16 .  その他 (N=20)

２．調査結果 調査票A 問17：貴社の特例子会社の経営についての課題

特例子会社の経営についての課題として、「貴社で働く障害者の人材確保・育成」と「貴社から発注される
業務量の維持・増加」が各55.0%（各11社） 、「新規事業・サービス・商品の開発」と答えたのが40.0%（8社）
であった。
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問17. 貴社の特例子会社の経営についての課題 （MA）
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15.0%

60.0%

15.0%

15.0%

25.0%

20.0%

15.0%

0.0%

5.0%

10.0%

10.0%

15.0%

10.0%

5.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1 .  採用する障害者の人材要件の明確化

2 .  障害者の採用における量的・質的確保

3 .  障害者の業務の割り振り、配置

4 .  障害者のキャリアパスの整備

5 .  障害者の作業能力の向上

6 .  障害者への評価制度の整備

7 .  障害者の賃金設定

8 .  障害者の賃金以外の条件の設定（労働時間・休日等）

9 .  障害者への処遇（賞与、手当）等の整備

10 .  職場における社員間の人間関係

11 .  勤怠に問題のある社員への対応

12 .  障害者の生活や家庭の問題への対応

13 .  障害者の健康管理

14 .  特に課題は感じていない

15 .  その他 (N=20)

２．調査結果 調査票A 問18：貴社の特例子会社で働く障害者の雇用管理についての課題

特例子会社で働く障害者の雇用管理についての課題として、「障害者の採用における量的・質的確保」と答
えたのが60.0%（12社） 、「障害者の作業能力の向上」と答えたのが25.0%（5社） 、「障害者への評価制度
の整備」が20.0%（4社）であった。
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問18. 貴社の特例子会社で働く障害者の雇用管理についての課題 （MA）
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40.0%

55.0%

30.0%

50.0%

55.0%

50.0%

5.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1 .  貴社、グル―プ会社から特例子会社社長が専任で選任される

2 .  貴社、グループ会社の社長や役員等が特例子会社社長を兼務

している

3 .  貴社の社員が人事ローテーションの一環で配置される

4 .  貴社の社員・役員とグループ内でイベント等の交流がある

5 .  貴社の社員・役員と日常業務の中で交流がある

6 .  貴社から充分な仕事を発注している

7 .  関係は特に持っていない

8 .  その他
(N=20)(N=20)(N=20)

２．調査結果 調査票A 問19（1）：貴社と特例子会社との関係性：貴社（親会社）と特例子会社との関係性（役員派遣等）

貴社と特例子会社の関係性についてあてはまる現状として、 「貴社、グループ会社の社長や役員等が特例
子会社社長を兼務している」と「貴社の社員・役員と日常業務の中で交流がある」が各55.0%（各11社）、
「貴社の社員・役員とグループ内でイベント等の交流がある」と「貴社から充分な仕事を発注している」が
各50.0%（各10社）であった。
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問19. (1) 貴社（親会社）と特例子会社との関係性（役員派遣等） （MA）
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２．調査結果 調査票A 問19（2）：貴社と特例子会社との関係性：特例子会社との関係を維持・向上するために、最も効果的なもの

特例子会社との関係性の維持・向上のために最も効果的だと感じているのは、 「貴社の社員・役員と日常
業務の中で交流がある」と答えたのが35.0%（7社） 、「貴社から充分な仕事を発注している」と答えたのが
25.0%（5社） 、「貴社の社員・役員とグループ内でイベント等の交流がある」と「貴社、グル―プ会社から特
例子会社社長が専任で選任される」が各15.0%（各3社）であった。
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15.0%

5.0%

5.0%

15.0%

35.0%

25.0%

(N=20)

1. 貴社、グル―プ会社から特例子会社社長が専任で選任される

2. 貴社、グループ会社の社長や役員等が特例子会社社長を兼務している

3. 貴社の社員が人事ローテーションの一環で配置される

4. 貴社の社員・役員とグループ内でイベント等の交流がある

5. 貴社の社員・役員と日常業務の中で交流がある

6. 貴社から充分な仕事を発注している

7. 関係は特に持っていない

8. その他

0. 効果的なものはない

問19. (2) 特例子会社との関係を維持向上するために、最も効果的なもの （SA）

※「7. 関係は特に持っていない」、「0. 効果的なものはない」は回答者なし
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２．調査結果 調査票A 問20：基本項目：貴社の本社所在地

1_北海道 2_青森県 3_岩手県 4_宮城県 5_秋田県 6_山形県 7_福島県 8_茨城県 9_栃木県 10_群馬県 11_埼玉県 12_千葉県 13_東京都 14_神奈川県 15_新潟県 16_山梨県

所在地 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 9 2 0 0

17_長野県 18_静岡県 19_富山県 20_石川県 21_岐阜県 22_愛知県 23_三重県 24_福井県 25_滋賀県 26_京都府 27_大阪府 28_兵庫県 29_奈良県 30_和歌山県 31_鳥取県 32_島根県

所在地 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 3 2 0 0 0 0

33_岡山県 34_広島県 35_山口県 36_徳島県 37_香川県 38_愛媛県 39_高知県 40_福岡県 41_佐賀県 42_長崎県 43_熊本県 44_大分県 45_宮崎県 46_鹿児島県 47_沖縄県 空白

所在地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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２．調査結果 調査票A 問21：基本項目：貴社の業種

業種は、 「製造業」と答えたのが57.1%（12社） 、「卸売業、小売業」が9.5%（2社）であった。
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0.0%

0.0%

0.0%

4.8%

57.1%

0.0%

4.8%

4.8%

9.5%

4.8%

4.8%

4.8%

0.0%

0.0%

0.0%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1 .  農業・林業

2 .  漁業

3 .  鉱業・採石業・砂利採取業

4 .  建設業

5 .  製造業

6 .  電気・ガス・熱供給・水道業

7 .  情報通信業

8 .  運輸業、郵便業

9 .  卸売業、小売業

10 .  金融業、保険業

11 .  不動産業、物品賃貸業

12 .  宿泊業、飲食サービス業

13 .  教育、学習支援業

14 .  医療、福祉

15 .  複合サービス業

16 .  サービス業 (N=21)(N=21)

問21. 貴社の業種 （SA）
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※問22,23は任意記入であったため、記入した回答企業のみ集計

２．調査結果 調査票A 問22,23：基本項目：貴社の人員構成、管理者/リーダー/離職者数

53

参考値

身体障害 知的障害 精神障害 障害のない 合計

① 役員 0 0 0 391 391

② 常用雇用労働者のうち、期間の定めのない者
（いわゆる定年制の正社員）

722 60 52 78,585 79,419

③ 常用雇用労働者のうち、契約期間の定めがある

労働者であって、その契約が反復更新される者

（契約社員、准社員、パート・アルバイト、嘱託等）

145 60 37 30,922 31,164

④ 派遣労働者 8 1 2 2,020 2,031

身体障害 知的障害 精神障害 障害のない 合計

(1) 管理職者数 64 0 21 14,542 14,627

(2) リーダーの役割を担う社員 30 1 2 6,975 7,008

(3) 2015年6月1日から2016年5月末までの
1年間の離職者数

27 3 21 1,094 1,145
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0.0%

9.5%

9.5%

42.9%

38.1%

(N=21)

1.  0%

2.  0%より大きく1.8%未満

3.  1.8%以上~2.0%未満

4.  2.0%以上~2.2%未満

5.  2.2%以上

２．調査結果 調査票A 問24：基本項目：貴社の障害者雇用率

回答会社の障害者雇用率は、 「2.0%以上~2.2%未満」と答えたのが42.9%（9社） 、「2.2%以上」と答えた
のが38.1%（8社） 、「0%より大きく1.8%未満」と「1.8%以上~2.0%未満」が各9.5%（各2社）であった。
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※「1. 0%」は回答者なし

問24. 貴社の障害者雇用率 （SA）
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２．調査結果 調査票A 問25：基本項目：貴社の雇用率の傾向

障害者雇用率の傾向（過去3年間）として、 「上昇している」と答えたのが47.6%（10社） 、「どちらかというと
上昇している」と答えたのが23.8%（5社） 、「変わらない」が19.0%（4社）であった。
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47.6%

23.8%

19.0%

9.5%

0.0%

(N=21)

1. 上昇している

2. どちらかというと上昇している

3. 変わらない

4. どちらかというと低下している

5.  低下している

※「5.  低下している」は回答者なし

問25. 貴社の雇用率の傾向 （SA）
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２．調査結果 調査票A 問26：基本項目：貴社で働く障害者の平均年齢

回答会社に勤務する障害者平均年齢は、 「46～50歳」と答えたのが27.8%（5社） 、「41～45歳」と答えたの
が22.2%（4社） 、「31～35歳」が16.7%（3社）であった。
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5.6%

5.6%

16.7%

11.1%

22.2%

27.8%

11.1%

(N=18)

1.  20歳以下

2.  21～25歳

3.  26～30歳

4.  31～35歳

5.  36～40歳

6.  41～45歳

7.  46～50歳

8.  51～55歳

9.  56～60歳

10.  61歳以上

※「1. 20歳以下」、「9.  56～60歳」、「10.  61歳以上」は回答者なし

問26. 貴社で働く障害者の平均年齢 （SA）
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２．調査結果 調査票A 問27：基本項目：貴社で働く障害者の平均年収

回答会社に勤務する障害者平均年収は、 「500万円以上」と答えたのが50.0%（7社） 、「101～150万円」と
答えたのが21.4%（3社）であった。
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0.0%

21.4%

7.1%

0.0%
7.1%

7.1%

7.1%

50.0%

(N=14)

1.  1～50万円

2.  51～100万円

3.  101～150万円

4.  151～200万円

5.  201～250万円

6.  251～300万円

7.  301～350万円

8.  351～400万円

9.  401～450万円

10.  451万円～500万円

11.   500万円以上

※「1.  1～50万円」、「2.  51～100万円」、「5.  201～250万円」、「8.  351～400万円」、「9.  401～450万円」は回答者なし

問27. 貴社で働く障害者の平均年収 （SA）
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２．調査結果 調査票B 問1：貴社の経営・業務・雇用に関する全般的な質問：経営/業務について

障害者雇用にかかる経営、業務に関する設問の回答は以下の通り。
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問1. 経営/業務について：障害者雇用の重要性、価値の認識等 （SA）

32.0%

25.7%

19.0%

10.5%

3.9%

47.1%

52.0%

39.9%

47.4%

26.1%

17.6%

17.1%

34.0%

33.6%

52.3%

3.3%

5.3%

7.2%

8.6%

17.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1. 障害者雇用は、貴社の経営にとって重要な問題である (N=153)

2. 5年前と比較して、貴社内の障害者雇用への関心が高まっている

(N=152)

3. 貴社内の障害者雇用に関するビジョン・目標を持っている

(N=153)

4. 貴社内で、貴社の障害者雇用の価値が認識・理解されている

(N=152)

5. 障害者が担当している業務内容を、より貴社の中心的業務に

近づけている(N=153)

とてもそう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない
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２．調査結果 調査票B 問1：貴社の経営・業務・雇用に関する全般的な質問：雇用について(１/2)

障害者雇用に関する設問の回答は以下の通り。
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問1. 雇用について：量的面からの採用・処遇状況、指導員の専門性等 （SA）

12.4%

8.5%

24.2%

9.8%

7.8%

5.2%

2.0%

35.3%

51.0%

61.4%

59.5%

52.9%

16.3%

12.4%

37.3%

30.1%

9.2%

27.5%

32.7%

47.7%

35.9%

15.0%

10.5%

5.2%

3.3%

6.5%

30.7%

49.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

6. 量的な観点からみて、貴社で働く障害者を十分採用できている(N=153)

7. 質的な観点からみて、貴社で働く障害者を十分採用できている(N=153)

8. 貴社で働く障害者の障害特性にあわせて仕事内容を調整することに努めている

(N=153)

9. 貴社で働く障害者の能力評価を十分実施できている(N=153)

10. 貴社で働く障害者の能力評価の結果と、担う業務の内容を関連付けて

整理できている(N=153)

11. 5年前と比較して、貴社が採用する障害者の特性が変わってきたため、

人事制度上、問題がでてきている(N=153)

12. 5年前と比較して、貴社で働く障害者が、管理職や少人数を束ねるリーダーの

役割を担っている(N=153)

とてもそう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない
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２．調査結果 調査票B 問1：貴社の経営・業務・雇用に関する全般的な質問：雇用について(2/2)

障害者雇用に関する設問の回答は以下の通り。
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問1. 雇用について：量的面からの採用・処遇状況、指導員の専門性等 （SA）

2.6%

6.6%

17.6%

6.5%

13.1%

9.2%

24.8%

27.6%

34.6%

34.6%

48.4%

37.9%

55.6%

48.7%

33.3%

35.9%

30.7%

35.9%

17.0%

17.1%

14.4%

22.9%

7.8%

17.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

13. 貴社で働く障害者を、積極的に管理職へ登用したい(N=153)

14. 貴社で働く障害者が、キャリアアップできる仕組みができている(N=152)

15. 指導員の確保が、貴社の障害者向けの業務拡大には重要である(N=153)

16. 指導員には、貴社のベテラン社員も活用している(N=153)

17. 指導員の専門性が、今後重要となっていく(N=153)

18. 法定雇用率を達成した後も、貴社ならびに特例子会社で採用する

障害者の数を積極的に増やす計画がある(N=153)

とてもそう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない
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２．調査結果 調査票B 問1：貴社の経営・業務・雇用に関する全般的な質問：その他

その他に関する設問の回答は以下の通り。

61

問1. その他 （SA）

8.5% 51.6% 34.6% 5.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

19 .  5年前と比較して、貴社で働く障害者の健康管理や

健康増進をより積極的に行っている (N=153)

とてもそう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない
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51.3%

29.2%

56.5%

14.3%

0.0%

1.9%

20.8%

0.6%

1.9%

13.6%

11.7%

9.7%

9.7%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1. 貴社で働く障害者の人材確保・育成

2. 指導員の人材確保・育成

3. 法定雇用率の維持・達成のために必要となる障害者採用数の増加

4. 各部署から依頼される業務量の維持・増加

5. 新規事業・サービス・商品の開発

6. サービス・商品の価値向上

7. 業務確保に向けた社内・グループ内営業

8. 業務確保に向けた社外・グループ外営業

9. コスト削減（指導員の人件費、運営コスト等）

10. 業務改善（効率化、標準化）

11. 関係支援機関（特別支援学校を含む）との連携強化

12. 仕組みづくり（賃金テーブルの決定等）

13. 特に課題は感じていない

14. その他
(N=154)

２．調査結果 調査票B 問2：貴社の障害者が担当している業務の運用に関する課題

障害者が担当している業務の運用に関する課題について、 「法定雇用率の維持・達成のために必要となる
障害者採用数の増加」と答えたのが56.5%（87社） 、「貴社で働く障害者の人材確保・育成」と答えたのが
51.3%（79社） 、「指導員の人材確保・育成」が29.2%（45社）であった。
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問2. 障害者が担当している業務の運用に関する課題 （MA）
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２．調査結果 調査票B 問3（1）：貴社で働く障害者の業務について：業務の担当状況

業務の担当状況として、 「障害者は、障害のない社員と同じ業務を一部担うのに加え、障害者のみが実施
する業務も担っている」と答えたのが50.0%（77社） 、「障害者は、障害のない社員と全く同じ業務を行って
いる」と答えたのが42.9%（66社） 、「障害者は、障害のない社員と全く異なった業務を担っている」が7.1%

（11社）であった。
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7.1%

50.0%

42.9%

(N=154)

1. 障害者は、障害のない社員と全く異なった業務を担っている

2. 障害者は、障害のない社員と同じ業務を一部担うのに加え、

障害者のみが実施する業務も担っている

3. 障害者は、障害のない社員と全く同じ業務を行っている

問3. (1) 業務の担当状況 （SA）
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２．調査結果 調査票B 問3（2）：貴社で働く障害者の業務について：業務内容

障害のある社員だけが担っている業務があると答えた会社のうち、 担っている業務内容は、 「事務補助」と
答えたのが77.9%（67社） 、「清掃、管理」と答えたのが44.2%（38社） 、「製造（機械、食品等）」が27.9%

（24社）であった。
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77.9%

19.8%

4.7%

44.2%

11.6%

3.5%

20.9%

27.9%

3.5%

16.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

1 .  事務補助

2 .  情報システム

3 .  福祉、医療

4 .  清掃、管理

5 .  サービス

6 .  クリーニング

7 .  物流

8 .  製造（機械、食品等）

9 .  農業

10 .  その他
(N=86)

問3. (2) 業務内容 （MA）
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２．調査結果 調査票B 問3（3）：貴社で働く障害者の業務について：業務の切り出し方

障害のある社員だけが担っている業務があると答えた会社のうち、 「一定の業務切り出し基準に準拠」と
答えたのが38.4%（33社） 、「ボトムアップ（障害者の勤務している部署等の担当者が営業）」と答えたのが
33.7%（29社） 、「特に障害者向けの業務であると意識して、業務を切り出していない」が26.7%（23社）で
あった。
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8.1%

33.7%

14.0%

38.4%

26.7%

10.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

1. トップダウン（経営陣からの指示）

2. ボトムアップ（障害者の勤務している部署等の担当者が営業）

3. 社員から自発的に業務依頼が持ち込まれる

4. 一定の業務切り出し基準に準拠

5. 特に障害者向けの業務であると意識して、業務を切り出していない

6. その他

(N=86)

問3. (3) 業務の切り出し方 （MA）
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２．調査結果 調査票B 問4（1）：貴社で働く障害者と障害のない社員との交流：交流状況

 「交流する機会を設定し、十分に交流している」と答えたのが48.7%（74社） 、「交流する機会を設定している

が、必ずしも十分には交流できていない」と「交流する機会が十分設定できておらず、十分交流できていな
い」が各20.4%（各31社）であった。
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48.7%

20.4%

20.4%

10.5%

(N=152)

1. 交流する機会を設定し、十分に交流している

2. 交流する機会を設定しているが、必ずしも十分には交流できていな

い

3. 交流する機会が十分設定できておらず、十分交流できていない

4. 交流する必要性を感じていないし、特に交流の機会もない ⇒

4. とお答えになった方は、問5 へお進み下さい

問4. (1) 貴社で働く障害者と障害のない社員との交流状況 （SA）
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２．調査結果 調査票B 問4（2）：貴社で働く障害者と障害のない社員との交流：交流による効果

交流の機会があると答えた会社のうち、交流が業務量増加に効果があるかどうかについて、 「どちらかと言
えばそう思う」と答えたのが61.0%（83社） 、「どちらかと言えばそう思わない」と答えたのが21.3%（29社） 、
「とてもそう思う」が12.5%（17社）であった。
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12.5%

61.0%

21.3%

5.1%

(N=136)

1. とてもそう思う

2. どちらかと言えばそう思う

3. どちらかと言えばそう思わない

4. そう思わない

問4. (2) 交流による効果 （SA）
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２．調査結果 調査票B 問5：貴社の事業領域との関係：貴社の事業領域と関係のない事業への取組の有無

 「貴社の事業領域と関係のない事業・業務へ取り組んでおらず、現時点では、今後も取り組む予定はない」
と答えたのが84.1%（127社） 、「貴社の事業領域と関係のない事業・業務へ取り組んでいないが、検討はし
ている」と答えたのが12.6%（19社） 、「貴社の事業領域と関係のない事業・業務へ取り組んでいる」が3.3%

（5社）であった。
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3.3%

12.6%

84.1%

(N=151)

1. 貴社の事業領域と関係のない事業・業務へ取り組んでいる

2. 貴社の事業領域と関係のない事業・業務へ取り組んでいないが、

検討はしている

3. 貴社の事業領域と関係のない事業・業務へ取り組んでおらず、現

時点では、今後も取り組む予定はない

問5. 貴社の事業領域と関係のない事業への取組の有無 （SA）
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２．調査結果 調査票B 問6（1）：貴社で働く障害者が主に行っている業務の競争優位性：品質についての競争優位性

障害者が主に行っている業務の品質についての競争優位性について、 「どちらとも言えない」と答えたのが
73.9%（113社） 、「はい」と「いいえ」が各13.1%（各20社）であった。
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13.1%

13.1%

73.9%

(N=153)

1. はい

2. いいえ

3. どちらとも言えない

問6. (1) 品質についての競争優位性 （SA）
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２．調査結果 調査票B 問6（2）：貴社で働く障害者が主に行っている業務の競争優位性：価格についての競争優位性

障害者が主に行っている業務の価格についての競争優位性について、「どちらとも言えない」と答えたのが
68.0%（104社） 、「はい」と答えたのが20.3%（31社） 、「いいえ」が11.8%（18社）であった。
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20.3%

11.8%

68.0%

(N=153)

1. はい

2. いいえ

3. どちらとも言えない

問6. (2) 価格についての競争優位性 （SA）
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24.3%

46.7%

55.9%

12.5%

15.8%

5.9%

10.5%

1.3%

7.2%

23.0%

9.2%

7.2%

17.8%

5.9%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1 .  採用する障害者の人材要件の明確化

2 .  障害者の採用における量的・質的確保

3 .  障害者の業務の割り振り、配置

4 .  障害者のキャリアパスの整備

5 .  障害者の作業能力の向上

6 .  障害者への評価制度の整備

7 .  障害者の賃金設定

8 .  障害者の賃金以外の条件の設定（労働時間・休日等）

9 .  障害者への処遇（賞与、手当）等の整備

10 .  職場における社員間の人間関係

11 .  勤怠に問題のある社員への対応

12 .  障害者の生活や家庭の問題への対応

13 .  障害者の健康管理

14 .  特に課題は感じていない

15 .  その他

(N=152)

２．調査結果 調査票B 問7：貴社の雇用管理に関する課題

雇用管理に関する課題として、 「障害者の業務の割り振り、配置」と答えたのが55.9%（85社） 、「障害者の
採用における量的・質的確保」と答えたのが46.7%（71社） 、「採用する障害者の人材要件の明確化」が
24.3%（37社）であった。
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問7. 貴社の雇用管理に関する課題 （MA）
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45.1%

54.8%

10.9%

44.4%

46.3%

16.7%

16.4%

10.1%

8.3%

6.0%

38.2%

28.8%

79.0%

47.2%

47.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1 .  身体障害者（重度） (N=144)

2 .  身体障害者（軽度・中度） (N=146)

3 .  知的障害者（重度） (N=138)

4 .  知的障害者（軽度・中度） (N=144)

5 .  精神障害者 (N=149)

採用した 採用したかったが、できなかった 採用する予定がなかったため、採用しなかった

２．調査結果 調査票B 問8（1）：障害者の採用について：①過去3年間の採用実績

過去3年間の採用実績に関する設問の回答は以下の通り。
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問8. (1) ①過去3年間の採用実績（SA）
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19.6%

37.6%

3.4%

19.6%

10.1%

23.0%

26.8%

10.7%

17.6%

26.2%

27.0%

20.1%

24.2%

35.8%

28.2%

30.4%

15.4%

61.7%

27.0%

35.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1 .  身体障害者（重度） (N=148)

2 .  身体障害者（軽度・中度） (N=149)

3 .  知的障害者（重度） (N=149)

4 .  知的障害者（軽度・中度） (N=148)

5 .  精神障害者 (N=149)

積極的に採用したいと思う 採用すると思う 採用を検討すると思う 積極的には採用しないと思う

２．調査結果 調査票B 問8（1）：障害者の採用について：②今後の採用意向

今後の障害者の採用意向に関する設問の回答は以下の通り。
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問8. (1) ②今後の採用意向績 （SA）
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73.0%

43.4%

5.3%

5.3%

34.9%

18.4%

28.3%

13.2%

13.8%

7.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

1 .  ハローワークから紹介されて採用

2 .  就労支援機関から紹介されて採用

3 .  自社が保有する、または関係の強い社会福祉法人から紹介さ

れて採用

4 .   3 .  以外の社会福祉法人から紹介されて採用

5 .  特別支援学校から紹介されて採用

6 .  職業訓練校等から、紹介されて採用

7 .  民間の職業紹介会社から紹介されて採用

8 .  社員から紹介されて採用

9 .  貴社のHP等から障害者自身が貴社に直接応募して採用

10 .  その他 (N=152)

２．調査結果 調査票B 問8（2）：障害者の採用について：採用のルート

障害者の採用のルートとして、 「ハローワークから紹介されて採用」と答えたのが73.0%（111社） 、「就労支
援機関から紹介されて採用」と答えたのが43.4%（66社） 、「特別支援学校から紹介されて採用」が34.9%

（53社）であった。
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問8. (2) 採用のルート（MA）
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67.8%

17.1%

8.9%

56.8%

13.7%

11.6%

4.8%

19.9%

43.2%

21.9%

2.7%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

1 .  本人の働く意欲や自立・自律への意欲

2 .  支援機関との関係がしっかりしていること

3 .  親が就労に際して企業で働くということを理解していること

4 .  本人の職務遂行能力

5 .  本人の障害への自覚、障害の開示

6 .  トライアル雇用の活用等、試用期間の実績で判断する

7 .  他の企業等での勤務経験・転職経験

8 .  本人の障害にあった業務を作りだせそうなこと

9 .  協調性を持って周囲と交流することが出来ること

10 .  職場まで自力で通勤することが出来ること

11 .  特に採用条件はない

12 .  その他 (N=146)

２．調査結果 調査票B 問8（3）：障害者の採用について：採用条件

障害者の採用条件について、「本人の働く意欲や自立・自律への意欲」と答えたのが67.8%（99社） 、「本人
の職務遂行能力」と答えたのが56.8%（83社） 、「協調性を持って周囲と交流することが出来ること」が
43.2%（63社）であった。
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問8. (3) 採用条件（MA）
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２．調査結果 調査票B 問9：採用に先駆けた一時的な受け入れについて：採用に先駆けた一時的な受け入れの有無

 「トライアル雇用等の一時的な受け入れをしていない」と答えたのが61.4%（94社） 、「トライアル雇用等の一
時的な受け入れをしている」が38.6%（59社）であった。

76

38.6%

61.4%

(N=153)

1. トライアル雇用等の一時的な受け入れをしている

2. トライアル雇用等の一時的な受け入れをしていない

問9. 採用に先駆けた一時的な受け入れの有無 （SA）
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２．調査結果 調査票B 問10：貴社で働く障害者への人事評価：貴社で働く障害者への人事評価の実施有無および内容

障害者への人事評価の実施内容として、 「昇給・減給」と答えたのが68.0%（104社） 、「賞与や特別支給」
と答えたのが54.9%（84社） 、「昇格・降格」が47.7%（73社）であった。
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68.0%

54.9%

47.7%

16.3%

10.5%

3.3%

24.8%

13.7%

17.0%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

1 .  昇給・減給

2 .  賞与や特別支給

3 .  昇格・降格

4 .  希望する職種や部署への転換

5 .  社内表彰等での報奨

6 .  福利厚生面での特典の提供

7 .  能力評価への活用

8 .  能力開発の機会付与（研修等）

9 .  人事評価を行っていない

10 .  その他
(N=153)

問10. 貴社で働く障害者への人事評価の実施有無および内容 （MA）
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２．調査結果 調査票B 問11（1）：貴社で働く障害者の雇用形態

 「常用雇用労働者のうち、契約期間の定めのない者（いわゆる定年制の正社員）」と「常用雇用労働者の
うち、契約期間の定めがある労働者であって、その契約が反復更新される者（契約社員、准社員、パート・
アルバイト、嘱託等）」が各50.0%（76社）であった。
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50.0%50.0%

(N=152)

1. 常用雇用労働者のうち、契約期間の定めのない者（いわゆる定年

制の正社員）

2. 常用雇用労働者のうち、契約期間の定めがある労働者であって、

その契約が反復更新される者（契約社員、准社員、パート・アルバイ

ト、嘱託等）

問11. (1) 貴社で働く障害者の雇用形態 （SA）
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２．調査結果 調査票B 問11（2）：貴社で働く障害者の雇用形態：契約内容を変更した障害者の有無

契約内容を変更した障害者が「いない」と答えたのが59.2%（90社） 、「いる」と答えたのが32.9%（50社） 、
「わからない」が7.9%（12社）であった。
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32.9%

59.2%

7.9%

(N=152)

1. いる

2. いない

3. わからない

問11. (2) 契約内容を変更した障害者の有無 （SA）
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38.8%

11.2%

36.8%

27.6%

45.4%

0.0%

1.3%

5.3%

0.7%

10.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

1 .  最低賃金を考慮して設定

2 .  貴社で働く障害者が自立した生活が出来るように設定

3 .  貴社で働く障害者が持つ能力に応じて設定

4 .  貴社で働く障害者の仕事の成果に応じて設定

5 .  親会社の給与水準と整合がとれるように設定

6 .  同列子会社の給与水準と整合がとれるように設定

7 .  意識する他社（同業等）の給与水準と合うように設定

8 .  貴社で働く障害者の機能判定に応じて設定

9 .  貴社で働く障害者に掛かるコストに応じて設定

10 .  その他 (N=152)

２．調査結果 調査票B 問12（1）：貴社の給与制度：現状の給与制度設定の方針

現状の給与制度設定の方針として、 「親会社の給与水準と整合がとれるように設定」と答えたのが45.4%

（69社） 、「最低賃金を考慮して設定」と答えたのが38.8%（59社） 、「貴社で働く障害者が持つ能力に応じて
設定」が36.8%（56社）であった。
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問12. (1)現状の給与制度設定の方針 （MA）
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14.0%

16.8%

35.5%

35.5%

16.8%

0.0%

10.3%

10.3%

1.9%

6.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

1 .  最低賃金を考慮して設定

2 .  貴社で働く障害者が自立した生活が出来るように設定

3 .  貴社で働く障害者が持つ能力に応じて設定

4 .  貴社で働く障害者の仕事の成果に応じて設定

5 .  親会社の給与水準と整合がとれるように設定

6 .  同列子会社の給与水準と整合がとれるように設定

7 .  意識する他社（同業等）の給与水準と合うように設定

8 .  貴社で働く障害者の機能判定に応じて設定

9 .  貴社で働く障害者に掛かるコストに応じて設定

10 .  その他 (N=107)

２．調査結果 調査票B 問12（2）：貴社の給与制度：今後の給与制度設定の方針

今後の給与制度設定の方針として、 「貴社で働く障害者が持つ能力に応じて設定」と「貴社で働く障害者の
仕事の成果に応じて設定」が各35.5%（各38社） 、 「親会社の給与水準と整合がとれるように設定」と「貴社
で働く障害者が自立した生活が出来るように設定」が各16.8%（各18社）であった。
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問12. (2) 今後の給与制度設定の方針 （MA）
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19.0%

15.0%

8.5%

19.6%

28.8%

5.2%
3.9%

(N=153)

1. 属人給の割合の方が高い

2. どちらかというと属人給の割合の方が高い

3. 属人給と仕事給の割合が同程度

4. どちらかというと仕事給の割合の方が高い

5. 仕事給の割合の方が高い

6. 分からない

7. その他

２．調査結果 調査票B 問13（1）：貴社の給与体系：属人給と仕事給の割合

 「仕事給の割合の方が高い」と答えたのが28.8%（44社） 、「どちらかというと仕事給の割合の方が高い」と
答えたのが19.6%（30社） 、「属人給の割合の方が高い」が19.0%（29社）であった。
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問13. (1) 属人給と仕事給の割合 （SA）

※ 属人給とは年齢や勤続、学歴等の属人的要素によって決定される基本給体系をさし、仕事給とは仕事や役割の価値によって決定する給与をさします。
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49.0%

40.9%

25.5%

10.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1 .  年齢

2 .  勤続年数

3 .  属人給を導入していない

4 .  その他

(N=149)

２．調査結果 調査票B 問13（2）：貴社の給与体系：属人給の基準

属人給の基準として、 「年齢」と答えたのが49.0%（73社） 、「勤続年数」と答えたのが40.9%（61社） 、
「属人給を導入していない」が25.5%（38社）であった。
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問13. (2) 属人給の基準 （MA）
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２．調査結果 調査票B 問13（3）：貴社の給与体系：仕事給の基準

仕事給の基準として、 「成果物」と答えたのが57.0%（85社） 、「勤務態度」と答えたのが41.6%（62社） 、
「リーダー等の役割への従事」が31.5%（47社）であった。
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57.0%

28.2%

31.5%

41.6%

12.1%

8.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1 .  成果物

2 .  効率性

3 .  リーダー等の役割への従事

4 .  勤務態度

5 .  仕事給を導入していない

6 .  その他 (N=149)

問13. (3) 仕事給の基準 （MA）
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２．調査結果 調査票B 問14：障害者年金について：障害者年金の加味の有無

給与を設定する際に障害者年金を「加味していない」と答えたのが96.0%（145社） 、「加味している」が
4.0%（6社）であった。
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4.0%

96.0%

(N=151)

1. 加味している 2. 加味していない

問14. 障害者年金の加味の有無 （SA）
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２．調査結果 調査票B 問15（1）：貴社で働く障害者への処遇：貴社で働く障害者への処遇内容

障害者への処遇内容として、「昇給」と答えたのが84.3%（129社） 、「昇格」と答えたのが49.7%（76社） 、
「希望する職種や部署への転換」が19.0%（29社）であった。
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49.7%

84.3%

19.0%

12.4%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

1 .  昇格

2 .  昇給

3 .  希望する職種や部署への転換

4 .  特に行っていない

5 .  その他
(N=153)

問15. (1) 貴社で働く障害者への処遇内容 （MA）
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２．調査結果 調査票B 問15（2）：貴社で働く障害者への処遇：賞与制度の有無

賞与制度について、 「全員にある」と答えたのが41.8%（64社） 、「正社員のみある」と答えたのが24.2%

（37社） 、「正社員に加えて、契約期間に定めのある社員にも一部ある」が21.6%（33社）であった。
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41.8%

24.2%

21.6%

9.2%

3.3%

(N=153)

1. 全員にある

2. 正社員のみある

3. 正社員に加えて、契約期間に定めのある社員にも一部ある

4. ない

5. その他

問15. (2) 賞与制度の有無 （SA）
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28.5%

22.5%17.2%

31.1%

0.7%

(N=151)

1. 全員にある

2. 正社員のみある

3. 正社員に加えて、契約期間に定めのある社員にも一部ある

4. ない

5. その他

２．調査結果 調査票B 問15（3）：貴社で働く障害者への処遇：ライフステージ※を考慮した手当ての有無

ライフステージを考慮した手当てについて、 「ない」と答えたのが31.1%（47社） 、「全員にある」と答えたの
が28.5%（43社） 、「正社員のみある」が22.5%（34社）であった。

※ライフステージ：独立､結婚､出産､障害年金の支給停止等
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問15. (3) ライフステージを考慮した手当ての有無 （SA）
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２．調査結果 調査票B 問15（4）：貴社で働く障害者への処遇：退職金制度の有無

退職金制度について、 「正社員のみある」と答えたのが56.2%（86社） 、「ない」と答えたのが20.9%

（32社） 、「全員にある」が17.0%（26社）であった。
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17.0%

56.2%

5.2%

20.9%

0.7%

(N=153)

1. 全員にある

2. 正社員のみある

3. 正社員に加えて、契約期間に定めのある社員にも一部ある

4. ない

5. その他

問15. (4) 退職金制度の有無 （SA）
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２．調査結果 調査票B 問15（5）：貴社で働く障害者への処遇：障害を考慮した特別な休暇制度の有無

障害を考慮した特別な休暇制度について、 「ない」と答えたのが77.6%（118社） 、「全員にある」と答えたの
が9.2%（14社） 、「正社員に加えて、契約期間に定めのある社員にも一部ある」が7.9%（12社）であった。
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9.2%

3.3%

7.9%

77.6%

2.0%

(N=152)

1. 全員にある

2. 正社員のみある

3. 正社員に加えて、契約期間に定めのある社員にも一部ある

4. ない

5. その他

問15. (5) 障害を考慮した特別な休暇制度の有無 （SA）
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２．調査結果 調査票B 問16（1）：貴社で働く障害者の加齢等に伴う能力低下について：加齢等に伴う能力低下の有無

 「加齢等に伴う能力の低下を感じる場面がないが、今後、業務に支障が出ることが予想される」と答えたの
が34.4%（52社） 、「加齢等に伴う能力の低下を感じる場面はあるが、業務には支障が出ていない」と答え
たのが20.5%（31社） 、「加齢等に伴う能力の低下を感じる場面はなく、今後、業務に支障が出ることも予想
されない」が16.6%（25社）であった。
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12.6%

20.5%

34.4%

16.6%

15.9%

(N=151)

1. 加齢等に伴う能力の低下を感じる場面があり、業務に支障が出ている

（今後、業務に支障が出ることが予想される）

2. 加齢等に伴う能力の低下を感じる場面はあるが、業務には支障が出

ていない

3. 加齢等に伴う能力の低下を感じる場面がないが、今後、業務に支障が

出ることが予想される

4. 加齢等に伴う能力の低下を感じる場面はなく、今後、業務に支障が出

ることも予想されない

5. 比較的若い社員がほとんどである（現時点では、加齢等に伴う能力の

低下がそもそもあり得ない）

問16. (1) 障害者の加齢等に伴う能力低下の有無 （SA）
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7.4%

9.5%

29.7%

29.7%

21.6%

5.4%

3.4%

2.7%

40.5%

2.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

1 .  トレーニング

2 .  複数業務の経験 （従事可能業務を複数にする）

3 .  配置転換

4 .  労働時間の配慮

5 .  健常者社員によるサポートの強化

6 .  障害者社員によるサポートの強化

7 .  降給、減給

8 .  退職勧奨

9 .  対策を打つ必要性が生じていない

10 .  その他
(N=148)

２．調査結果 調査票B 問16（2）：貴社で働く障害者の加齢等に伴う能力低下について：加齢等に伴う能力低下への対応策

加齢等に伴う能力低下への対応策として、 「対策を打つ必要性が生じていない」と答えたのが40.5%

（60社） 、「配置転換」と「労働時間の配慮」が各29.7%（各44社） であった。
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問16. (2) 加齢等に伴う能力低下への対応策 （MA）
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17.4%

13.8%

1.4%

2.2%

14.5%

50.0%

0.7%

(N=138)

1. 指導員の人材確保

2. 指導員の育成

3. 指導員の勤務期間

4. 指導員にかかるコスト

5. 特に課題は感じていない

6. 指導員を置いていない

7. その他

２．調査結果 調査票B 問17（1）：貴社で働く指導員について：指導員についての課題

指導員についての課題について、 「指導員を置いていない」と答えたのが50.0%（69社） 、「指導員の人材
確保」と答えたのが17.4%（24社） 、「特に課題は感じていない」が14.5%（20社）であった。
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問17. (1) 指導員についての課題 （SA）
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２．調査結果 調査票B 問17（2）：貴社で働く指導員について：指導員のコスト削減に向けた取組

指導員のコスト削減に向けて、 「特に取組はしていない」と答えたのが91.9%（124社） 、「親会社のシニア
社員の登用」 5.2%（7社）と答えたのが、「貴社で働く障害者の現場管理能力向上による、指導員数削減」と
「その他」が各1.5%（各2社）であった。
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問17. (2) 指導員のコスト削減に向けた取組 （MA）

0.7%

1.5%

5.2%

91.9%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1 .  指導員一人あたりの担当範囲拡大による、指導員数削減

2 .  貴社で働く障害者の現場管理能力向上による、指導員数削減

3 .  親会社のシニア社員の登用

4 .  特に取組はしていない

5 .  その他

(N=135)
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２．調査結果 調査票B 問18：基本項目：貴社の本社所在地

1_北海道 2_青森県 3_岩手県 4_宮城県 5_秋田県 6_山形県 7_福島県 8_茨城県 9_栃木県 10_群馬県 11_埼玉県 12_千葉県 13_東京都 14_神奈川県 15_新潟県 16_山梨県

所在地 1 0 1 1 0 2 1 0 3 0 3 0 53 11 4 1

17_長野県 18_静岡県 19_富山県 20_石川県 21_岐阜県 22_愛知県 23_三重県 24_福井県 25_滋賀県 26_京都府 27_大阪府 28_兵庫県 29_奈良県 30_和歌山県 31_鳥取県 32_島根県

所在地 4 3 2 5 1 15 0 3 1 5 14 5 0 1 1 1

33_岡山県 34_広島県 35_山口県 36_徳島県 37_香川県 38_愛媛県 39_高知県 40_福岡県 41_佐賀県 42_長崎県 43_熊本県 44_大分県 45_宮崎県 46_鹿児島県 47_沖縄県 空白

所在地 0 0 2 0 1 2 1 3 0 0 0 1 1 0 0 1

95
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２．調査結果 調査票B 問19：基本項目：貴社の業種

業種は、 「製造業」と答えたのが40.1%（61社） 、「卸売業、小売業」と答えたのが21.7%（33社） 、「情報通
信業」が10.5%（16社）であった。
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0.0%

0.0%

0.0%

9.2%

40.1%

0.7%

10.5%

2.0%

21.7%

5.3%

1.3%

4.6%

0.0%

0.0%

0.0%

4.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

1 .  農業・林業

2 .  漁業

3 .  鉱業・採石業・砂利採取業

4 .  建設業

5 .  製造業

6 .  電気・ガス・熱供給・水道業

7 .  情報通信業

8 .  運輸業、郵便業

9 .  卸売業、小売業

10 .  金融業、保険業

11 .  不動産業、物品賃貸業

12 .  宿泊業、飲食サービス業

13 .  教育、学習支援業

14 .  医療、福祉

15 .  複合サービス業

16 .  サービス業
(N=152)

問19. 貴社の業種 （SA）
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※問20,21は任意記入であったため、記入した回答企業のみ集計

２．調査結果 調査票B 問20, 21：基本項目：貴社の人員構成、管理者/リーダー/離職者数
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参考値

身体障害 知的障害 精神障害 障害のない 合計

① 役員 29 0 0 1,457 1,486

② 常用雇用労働者のうち、期間の定めのない者
（いわゆる定年制の正社員）

1,215 296 132 113,000 114,643

③ 常用雇用労働者のうち、契約期間の定めがある

労働者であって、その契約が反復更新される者

（契約社員、准社員、パート・アルバイト、嘱託等）
612 432 184 37,262 38,490

④ 派遣労働者 2 1 1 4,535 4,539

身体障害 知的障害 精神障害 障害のない 合計

(1) 管理職者数 168 0 8 18,524 18,700

(2) リーダーの役割を担う社員 297 7 9 16,575 16,888

(3) 2015年6月1日から2016年5月末までの
1年間の離職者数

101 21 48 6,929 7,099
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0.0%

30.1%

25.3%

30.1%

14.4%

(N=146)

1.  0%

2.  0%より大きく1.8%未満

3.  1.8%以上~2.0%未満

4.  2.0%以上~2.2%未満

5.  2.2%以上

２．調査結果 調査票B 問22：基本項目：貴社の障害者雇用率

回答会社の障害者雇用率は、 「2.0%以上~2.2%未満」と「0%より大きく1.8%未満」が各30.1%（各44社） 、
「1.8%以上~2.0%未満」と答えたのが25.3%（37社）であった。
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問22. 貴社の障害者雇用率 （SA）

※「1. 0%」は回答者なし
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23.6%

21.6%
34.5%

16.2%

4.1%

(N=148)

1. 上昇している

2. どちらかというと上昇している

3. 変わらない

4. どちらかというと低下している

5.  低下している

２．調査結果 調査票B 問23：基本項目：貴社の雇用率の傾向

障害者雇用率の傾向（過去3年間）について、「変わらない」と答えたのが34.5%（51社） 、「上昇している」と
答えたのが23.6%（35社） 、「どちらかというと上昇している」が21.6%（32社）であった。
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問23. 貴社の雇用率の傾向 （SA）
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２．調査結果 調査票B 問24：基本項目：貴社で働く障害者の平均年齢

回答会社に勤務する障害者平均年齢は、 「36～40歳」と答えたのが24.0%（35社） 、「41～45歳」と答えた
のが22.6%（33社） 、「46～50歳」が17.1%（25社）であった。
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4.1%
7.5%

11.0%

24.0%

22.6%

17.1%

8.9%

4.8%

(N=146)

1.  20歳以下

2.  21～25歳

3.  26～30歳

4.  31～35歳

5.  36～40歳

6.  41～45歳

7.  46～50歳

8.  51～55歳

9.  56～60歳

10.  61歳以上

※「1. 20歳以下」、「10.  61歳以上」は回答者なし

問24. 貴社で働く障害者の平均年齢 （SA）
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3.7%

7.5%

12.7%

11.9%

11.9%
11.9%

9.0%

11.2%

5.2%

14.9%

(N=134)

1.  1～50万円

2.  51～100万円

3.  101～150万円

4.  151～200万円

5.  201～250万円

6.  251～300万円

7.  301～350万円

8.  351～400万円

9.  401～450万円

10.  451万円～500万円

11.   500万円以上

２．調査結果 調査票B 問25：基本項目：貴社で働く障害者の平均年収

回答会社に勤務する障害者平均年収は、 「500万円以上」と答えたのが14.9%（20社） 、
「151～200万円」と答えたのが12.7%（17社） 、「201～250万円」と「251～300万円」、「301～350万円」が
各11.9%（各16社）であった。
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※「1.  1～50万円」、は回答者なし

問25. 貴社で働く障害者の平均年収 （SA）
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80.0%

80.0%

20.0%

20.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1 .  障害者雇用は、貴社の経営にとって重要な問題である (N=5)

2 .  法定雇用率を達成した後も、貴社ならびに特例子会社で

採用する障害者の数を積極的に増やす計画がある (N=5)

とてもそう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない

２．調査結果 調査票C 問1：貴社の経営・業務・雇用に関する全般的な質問：経営について

障害者雇用にかかる経営に関する設問の回答は以下の通り。
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問1. 経営について：障害者雇用の重要性、障害者の増員予定の有無（SA）
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２．調査結果 調査票C 問2：特例子会社の経営についての課題

特例子会社の経営についての課題として、 「貴社の特例子会社で働く障害者の人材確保・育成」と答えた
のが100.0%（5社） 、「貴社から発注される業務量の維持・増加」と答えたのが60.0%（3社） 、「業務改善
（効率化、標準化）」が40.0%（2社）であった。
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問2. 貴社の特例子会社の経営についての課題 （MA）

100.0%

20.0%

0.0%

0.0%

60.0%

20.0%

0.0%

20.0%

0.0%

0.0%

40.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1 .  貴社の特例子会社で働く障害者の人材確保・育成

2 .  後継の経営者の人材確保・育成

3 .  指導員の人材確保・育成

4 .  貴社から期待される障害者の採用数増加

5 .  貴社から発注される業務量の維持・増加

6 .  新規事業・サービス・商品の開発

7 .  サービス・商品の価値向上

8 .  業務確保に向けた社内・グループ内営業

9 .  業務確保に向けた社外・グループ外営業

10 .  コスト削減（指導員の人件費、運営コスト等）

11 .  業務改善（効率化、標準化）

12 .  貴社との情報・課題の共有

13 .  関係支援機関（特別支援学校を含む）との連携強化

14 .  会社としての仕組みづくり（賃金テーブルの決定等）

15 .  特に課題は感じていない

16 .  その他 (N=5)
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２．調査結果 調査票C 問3：特例子会社で働く障害者の雇用管理についての課題

特例子会社で働く障害者の雇用管理についての課題として、 「障害者の作業能力の向上」と答えたのが
60.0%（3社） 、「障害者の採用における量的・質的確保」と「障害者の業務の割り振り、配置」 、 「障害者の
キャリアパスの整備」が各40.0%（各2社）であった。
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問3. 貴社の特例子会社で働く障害者の雇用管理についての課題 （MA）

20.0%

40.0%

40.0%

40.0%

60.0%

20.0%

0.0%

0.0%

20.0%

20.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1 .  採用する障害者の人材要件の明確化

2 .  障害者の採用における量的・質的確保

3 .  障害者の業務の割り振り、配置

4 .  障害者のキャリアパスの整備

5 .  障害者の作業能力の向上

6 .  障害者への評価制度の整備

7 .  障害者の賃金設定

8 .  障害者の賃金以外の条件の設定（労働時間・休日等）

9 .  障害者への処遇（賞与、手当）等の整備

10 .  職場における社員間の人間関係

11 .  勤怠に問題のある障害者への対応

12 .  障害者の生活や家庭の問題への対応

13 .  障害者の健康管理

14 .  特に課題は感じていない

15 .  その他 (N=5)
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40.0%

40.0%

0.0%

40.0%

80.0%

80.0%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

1. 貴社、グル―プ会社から特例子会社社長が専任で選任される

2. 貴社、グループ会社の社長や役員等が特例子会社社長を兼務している

3. 貴社の社員が人事ローテーションの一環で配置される

4. 貴社の社員・役員とグループ内でのイベント等の交流がある

5. 貴社の社員・役員と日常業務の中で交流がある

6. 貴社から充分な仕事を発注している

7. 関係は特に持っていない

8. その他
(N=5)

２．調査結果 調査票C 問4（1）：貴社と特例子会社との関係性：貴社（親会社）と特例子会社との関係性（役員派遣等）

貴社と特例子会社の関係性についてあてはまる現状として、 「貴社の社員・役員と日常業務の中で交流が
ある」と「貴社から充分な仕事を発注している」が各80.0%（4社） 、 「貴社、グル―プ会社から特例子会社
社長が専任で選任される」 と「貴社、グループ会社の社長や役員等が特例子会社社長を兼務している」、
「貴社の社員・役員とグループ内でのイベント等の交流がある」が各40.0%（各2社）であった。
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問4. (1) 貴社（親会社）と特例子会社との関係性（役員派遣等） （MA）
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40.0%

40.0%

20.0%

(N=5)

1. 貴社、グル―プ会社から特例子会社社長が専任で選任される

2. 貴社、グループ会社の社長や役員等が特例子会社社長を兼務している

3. 貴社の社員が人事ローテーションの一環で配置される

4. 貴社の社員・役員とグループ内でのイベント等の交流がある

5. 貴社の社員・役員と日常業務の中で交流がある

6. 貴社から充分な仕事を発注している

7. 関係は特に持っていない

8. その他

0. 効果的なものはない

２．調査結果 調査票C 問4（2）：貴社と特例子会社との関係性：特例子会社との関係を維持・向上するために、最も効果的なもの

 「貴社の社員・役員と日常業務の中で交流がある」と「貴社から充分な仕事を発注している」が各40.0%

（各2社）、「効果的なものはない」が20.0%（1社）であった。
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※「1.」 ～「4.」 、「7.」 、「8.」 は回答者なし

問4. (2) 特例子会社との関係を維持向上するために、最も効果的なもの （SA）
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２．調査結果 調査票C 問5：基本項目：貴社の本社所在地

1_北海道 2_青森県 3_岩手県 4_宮城県 5_秋田県 6_山形県 7_福島県 8_茨城県 9_栃木県 10_群馬県 11_埼玉県 12_千葉県 13_東京都 14_神奈川県 15_新潟県 16_山梨県

所在地 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0

17_長野県 18_静岡県 19_富山県 20_石川県 21_岐阜県 22_愛知県 23_三重県 24_福井県 25_滋賀県 26_京都府 27_大阪府 28_兵庫県 29_奈良県 30_和歌山県 31_鳥取県 32_島根県

所在地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0

33_岡山県 34_広島県 35_山口県 36_徳島県 37_香川県 38_愛媛県 39_高知県 40_福岡県 41_佐賀県 42_長崎県 43_熊本県 44_大分県 45_宮崎県 46_鹿児島県 47_沖縄県 空白

所在地 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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２．調査結果 調査票C 問6：基本項目：貴社の業種

業種は「製造業」、「情報通信業」 、 「運輸業、郵便業」 、 「卸売業、小売業」、「不動産業、物品賃貸業」が
各20.0%（各1社）であった。
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問6. 貴社の業種 （SA）

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

20.0%

0.0%

20.0%

20.0%

20.0%

0.0%

20.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

1 .  農業・林業

2 .  漁業

3 .  鉱業・採石業・砂利採取業

4 .  建設業

5 .  製造業

6 .  電気・ガス・熱供給・水道業

7 .  情報通信業

8 .  運輸業、郵便業

9 .  卸売業、小売業

10 .  金融業、保険業

11 .  不動産業、物品賃貸業

12 .  宿泊業、飲食サービス業

13 .  教育、学習支援業

14 .  医療、福祉

15 .  複合サービス業

16 .  サービス業 (N=5)



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

0.0%

20.0%

0.0%

20.0%60.0%

(N=5)

1.  0%

2.  0%より大きく1.8%未満

3.  1.8%以上~2.0%未満

4.  2.0%以上~2.2%未満

5.  2.2%以上

２．調査結果 調査票C 問7：基本項目：貴社の障害者雇用率

回答会社の障害者雇用率は、 「2.2%以上」と答えたのが60.0%（3社） 、「0%より大きく1.8%未満」と
「2.0%以上~2.2%未満」が各20.0%（各1社）であった。
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問7. 貴社の障害者雇用率 （SA）

※「1. 0%」と「3.  1.8%以上~2.0%未満」は回答者なし
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20.0%

60.0%

20.0%

0.0%

(N=5)

1. 上昇している

2. どちらかというと上昇している

3. 変わらない

4. どちらかというと低下している

5.  低下している

２．調査結果 調査票C 問8：基本項目：貴社の雇用率の傾向

障害者雇用率の傾向（過去3年間）として、 「どちらかというと上昇している」と答えたのが60.0%（3社） 、
「上昇している」と「変わらない」が各20.0%（1社）であった。
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※「4. どちらかというと低下している」と「5.  低下している」は回答者なし

問8. 貴社の雇用率の傾向 （SA）
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２．調査結果 調査票D 問1：基本項目：本社所在地

1_北海道 2_青森県 3_岩手県 4_宮城県 5_秋田県 6_山形県 7_福島県 8_茨城県 9_栃木県 10_群馬県 11_埼玉県 12_千葉県 13_東京都 14_神奈川県 15_新潟県 16_山梨県

所在地 1 0 0 2 0 0 0 0 0 1 0 0 31 3 0 0

17_長野県 18_静岡県 19_富山県 20_石川県 21_岐阜県 22_愛知県 23_三重県 24_福井県 25_滋賀県 26_京都府 27_大阪府 28_兵庫県 29_奈良県 30_和歌山県 31_鳥取県 32_島根県

所在地 0 1 1 0 0 3 0 0 0 0 6 0 0 0 1 0

33_岡山県 34_広島県 35_山口県 36_徳島県 37_香川県 38_愛媛県 39_高知県 40_福岡県 41_佐賀県 42_長崎県 43_熊本県 44_大分県 45_宮崎県 46_鹿児島県 47_沖縄県 空白

所在地 1 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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２．調査結果 調査票D 問2：基本項目：貴社の業種

業種は、「卸売業、小売業」と答えたのが 28.8%（15社）、「製造業」と答えたのが19.2%（10社） 、「サービス
業」が15.4%（8社）であった。
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問2. 貴社の業種 （SA）

0.0%

0.0%

0.0%

3.8%

19.2%

1.9%

11.5%

1.9%

28.8%

3.8%

11.5%

0.0%

0.0%

0.0%

1.9%

15.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

1 .  農業・林業

2 .  漁業

3 .  鉱業・採石業・砂利採取業

4 .  建設業

5 .  製造業

6 .  電気・ガス・熱供給・水道業

7 .  情報通信業

8 .  運輸業、郵便業

9 .  卸売業、小売業

10 .  金融業、保険業

11 .  不動産業、物品賃貸業

12 .  宿泊業、飲食サービス業

13 .  教育、学習支援業

14 .  医療、福祉

15 .  複合サービス業

16 .  サービス業 (N=52)


